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１．地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

地域公共交通網形成計画
（地方公共団体）

軌道運送
高度化実施計画

道路運送
高度化実施計画

海上運送
高度化実施計画

鉄道事業
再構築実施計画

国土交通大臣が認定し、法律の特例措置等により計画の実現を後押し

地域公共交通
再編実施計画

協議会を議論し、
地方公共団体が策定

（事業者） （事業者） （事業者） （地方公共団体）（地方公共団体・事業者）

１

２

地域公共交通特定事業
（地域公共交通網形成計画に事業実施を記載）

 交通政策基本法の基本原則に則り、

① 地方公共団体が中心となり、
② まちづくりと連携し、
③ 面的な公共交通ネットワークを再構築すること

が求められており、平成26年11月の地域公共交通活性化再生法の改正により、これを推進するための地域公共
交通網形成計画・再編実施計画の策定が可能

・日常生活等に必要不可欠な交通手段の確保等
・まちづくりの観点からの交通施策の促進
・関係者相互間の連携と協働の促進

国土交通省
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軌道運送
高度化事業

道路運送
高度化事業

海上運送
高度化事業

鉄道事業
再構築事業

鉄道再生
事業

事業者等の同意
のもと地方公共
団体が策定

鉄道再生
実施計画

ｻｰﾋﾞｽ改善等LRTの整備 上下分離等 BRTの整備 鉄道の維持

地域公共交通
再編事業

公共交通ﾈｯﾄﾜｰｸ
の再構築

（事業者）
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２．岡山市の計画体系における位置づけ

第六次総合計画第六次総合計画

自
転
車
先
進
都
市

お
か
や
ま
実
行
戦
略

道路

岡
山
市
み
ち
づ
く
り
計
画

中間評価
実施中
中間評価
実施中

H31
見直し
予定

H31
見直し
予定

岡山市総合交通計画

未来へ躍動する 桃太郎のまち岡山基本目標

都心の活性化

周辺部の振興

コンパクトでネットワーク化された都市構造将来の都市の形

環境にやさしいまちづくり

上位計画

土
地
利
用

H30 都市計画マスタープランの見直し
H31 立地適正化計画の検討
H30 都市計画マスタープランの見直し
H31 立地適正化計画の検討

観光・産業の振興

健康・医療・福祉

都市計画

各分野の計画・指針

連携

都
市
施
設

市
街
地
整
備

住
宅
整
備

景

観

防

災

緑
の
保
全
・
緑
化

連動 交

通

編入

岡
山
市
都
市
交
通
戦
略

自転車

夏頃の策定を
目指して取りまとめ中

公共交通

地
域
公
共
交
通
網

形
成
計
画

 地域公共交通網形成計画は、「総合交通計画（策定中）」を上位計画とする「公共交通に関する基本計画」



① 基本的な方針
② 計画の区域
③ 計画の目標
④ 事業・実施主体
⑤ 計画の達成状況の評価に関する事項
⑥ 計画期間
⑦ その他必要事項

≪記載に努める事項≫
都市機能の増進に必要な施設の立地の適正化に
関する施策との連携等に際し配慮すべき事項

① 実施区域
② 事業の内容・実施主体
③ 地方公共団体による支援の内容
③ 実施予定期間
④ 事業実施に必要な資金の額・調達方法
⑤ 事業の効果
⑦ 地域公共交通再編事業に関する事項
⑧ 都市機能の立地適正化に関する事項
⑨ その他関連事項

①

地
域
公
共
交
通
網
形
成
計
画

②

地
域
公
共
交
通
再
編
実
施
計
画

（資料）国土交通省

３．計画に記載する事項
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 地域公共交通再編事業とは、地域公共交通を再編するための事業であって、地方公共団体の支援を受けつつ、
下記の第１号～第４号に掲げるものを行う事業

国土交通省
資料より

など

第１号
特定旅客運送事業に係る路線・運行系統・
航路又は営業区域の編成の変更

≪事業例≫
・バス路線の幹線と支線の分割
・中心部のバス路線の集約化
・中心部を回遊できるバスの新設 など など

第２号
他の種類の旅客運送事業への転換

≪事業例≫
・旅客鉄道から路線バス（一般乗合旅客

自動車運送事業）へ転換
・路線バス・ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽから一般タクシー

（一般乗用旅客自動車運送事業）へ転換
・旅客船（定期航路事業）から海上タクシー

（不定期航路事業）へ転換
など

第３号
自家用有償運送による代替

≪事業例≫
・路線バスを廃止し、自家用有償旅客

運送により代替
など

第４号
第１号～第３号の再編事業と併せて行う運行計画の改善、共通乗車船券の発行、乗降場の改善等の措置

≪事業例≫
・異なる公共交通事業者等の間の旅客の乗継ぎを円滑に行うための運行計画の改善
・共通乗車船券の発行
・乗継割引運賃の設定、交通結節施設における乗降場の改善、旅客の乗継ぎに関する分かりやすい情報提供、ＩＣカードの導入
・その他の地域公共交通の利用を円滑化するための措置を行う事業（ゾーン運賃の導入やバスの方面別カラーリングなど）

４．地域公共交通再編事業とは
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足守地区生活バスの運行改善
（公共交通空白地有償運送）

デマンド型乗合タクシー
の導入検討

（迫川地区等５地区）

御津・建部
コミュニティバス

の運行改善

吉備線ＬＲＴ化の検討
（フィーダー交通含む）

岡山市で取り組んでいる関連事業
（主なもの）

国土交通省
資料より
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５．再編実施計画の認定を受けた場合のメリット 国土交通省
資料より
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国土交通省
資料より



通常の支援内容 地域公共交通網再編実施計画に位置付けられている場合
（再編事業の第１号～第３号に該当）

路線バス・
デマンド型
タクシーの運行

地域間
幹線系統

＜対象系統＞
①複数市町村にまたがる
②1日当たりの計画運行回数が3回以上
③輸送量が15～150人／日と見込まれる

＜対象経費＞
・運行経費赤字額（上限：経費の9／20）
・車両減価償却費または

公有民営補助方式の車両購入費
（補助率：1／2）

＜対象系統＞
Ａ：従来の補助対象系統を基幹系統と支線系統に再編した

後の系統
⇒①及び③の要件の適用除外

Ｂ：従来の補助対象系統をＡ以外の
形態に再編したもの
⇒③の要件の緩和
（最低輸送量：3人/日）

＜対象経費＞
・運行経費赤字額（上限：経費の9／20）
・車両減価償却費または
公有民営補助方式の車両購入費（補助率：1／2）
⇒支線系統における小型車両（車定員7～10人）

の補助対象化

地域内
ﾌｨｰﾀﾞｰ
系統

＜対象系統＞
①政令市等以外で補助対象の地域間幹線

系統を補完する、又は交通不便地域に
おける移動手段確保を目的とした地域
間交通ネットワークのフィーダー系統

②新規性があるもの
＜対象経費＞

・車両減価償却費または
公有民営補助方式の車両購入費
（補助率：1／2）

＜対象系統＞
①の要件：政令市等以外とする地域限定の解除
②の要件：従前から運行している系統のみなし適合

＜対象経費＞
・運行経費赤字額（補助率：1／2）
・車両減価償却費または
公有民営補助方式の車両購入費（補助率：1／2）
⇒支線系統における小型車両の補助対象化

路線バスまたは
自家用有償旅客運送から
デマンド型運行への転換
（乗車定員10人以下の車両）

－
＜対象経費＞
・車両購入費（補助率：1／2、上限：500万円／両）
・予約システムの導入経費（補助率：1／2） 8

国土交通省
資料より

再編後の例

Ａ
基幹系統＋支線系統

へ再編

Ｂ
路線バスから

乗合タクシーへ再編


